
本書のねらいと特徴

　この教科書は，ミクロ経済学の応用科目である「産業組織論」を初めて学ぶ
学生の皆さんが，一歩ずつ学習していくことで初級から中級レベルまでの内容
をしっかり理解できるようになることを念頭に書かれています。市場経済を理
解するうえで必要なミクロ経済学の基礎から企業戦略への応用，そして産業組
織論が深く関わっている競争政策の考え方までを広くカバーする，まさに産業
組織の「エッセンス」と呼べるものになっています。産業組織論の初学者にと
って最初の 1 冊として活用してもらうことが本書のねらいです。
　ところで，これは産業組織論に限った話ではありませんが，経済学を学ぼう
とする人の多くが数学に対する知識不足，とくに経済学特有の数式の使い方で
つまずくことがあるように思います。せっかく，現実社会を理解するのに経済
学の知識を役立てようと思っても，数学が理解できないことで避けてしまうの
はもったいないというほかありません。そこで本書ではそうした点にも配慮し，
単なる数式表記による理論の説明ではなく，図による解説や，経済学的な解釈
を加えることで読者の理解が深まるように工夫しています。また，具体的な事
例をふんだんに盛り込み，一般論にとどまらない現実的な問題意識を共有でき
るように心がけてあります。本書を通じて，1 人でも多くの方が経済学は難し
いという先入観を克服し，産業組織論を学ぶ楽しさを見出してもらえたら筆者
としてこれ以上の幸せはありません。

なぜ産業組織論を学ぶのか？

　私たちの生活を取り巻く市場環境では，日々数えきれないほどの財やサービ
スが取引されています。そうした商品取引に関して，経済学では最初に，財
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・
サービスの価格と数量は需要と供給がちょうど釣り合うように決まる
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，という
ことを学びます。ある商品を欲しいと思う人が多いほど需要が増えて価格が上
昇し，逆にそれを売りたいと思う人が多いほど供給が増えて価格は安くなり，
両者がちょうど釣り合うところでその財・サービスの市場価格と販売量が決ま

は し が き i

は し が き



るという考え方です。この考え方は今日広く社会に受け入れられていて，市場
原理の根幹をなすものとみなされています。

しかし，現実の市場 1 つひとつを個別に見ていくと，商品によって価格設定
や販売方法にいろいろと違いがあることに気づきます。たとえば，映画館やア
ミューズメントパークは入場料金が大人と子供で異なったり，曜日や時間帯に
よって違っていたりもします。また，携帯電話の契約では単一料金プランでは
なく，複数の料金プランから好きなものを選べるようになっているのが普通で
す。他にも，ファストフード店ではメニューの価格改定は少ない代わりに，頻
繁に値引きクーポン券を配っていることや，書籍は全国のどこの書店で買って
も同一の定価販売となっていることなど，多くのバリエーションを見つけるこ
とができます。なぜ，企業はこうした価格設定や販売方法をとるのでしょう
か？ もし，皆さんがこうした疑問の答えを知りたいと思ったら，本書が扱う
産業組織論を学ぶことが 1 つの解決につながるかもしれません。

さて，現実にいろいろな価格設定や販売方法があるのを見て，企業は商品の
売り方にどんな手段を用いてもよいのかと考えたことはありませんか？ たと
えば，筆者が子供のころに欲しかった人気ゲームソフト（ドラゴンクエストⅢ）

を近くのゲームショップに買いに行ったところ，どこも品切れで買うことがで
きませんでした。そうした中，とある店では注文を受け付けていたのですが，
当時不人気でワゴンセールになっていた別のゲームソフトと一緒に買うことが
購入条件になっていました。もちろん，そんな条件では買いませんでしたが，
子供心にも理不尽さを感じたものです。こうした販売方法が果たして許される
のかどうかを経済学の立場で議論するのも産業組織論です。本書を通じて，皆
さんが市場経済の仕組みと企業の販売戦略，そして，健全な競争環境とは何か
を議論できるようになることが産業組織論を学ぶ目的になります。

本書の利用の仕方

本書は教科書としての読みやすさを追求したため，いくつかの理論の証明に
ついては紙面に掲載せずに，ウェブサポートページにて解説することにしまし
た。本書の内容だけでも十分理解できるようになっていますが，詳細な証明を
知りたい方や，理論についてより深く学びたい方は，インターネット上で「有
斐閣ストゥディア　ウェブサポートページ」で検索をかけるか，以下の URL
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に直接アクセスしてもらえればと思います。

　http://www.yuhikaku.co.jp/static/studia_ws/index.html　

　なお，本書では経済学で用いる諸概念のうち，情報の非対称性
4 4 4 4 4 4 4

や不確実性
4 4 4 4

に
関するトピックは扱わないこととしました。というのも，これらの内容を排除
することで，大筋の議論がクリアになるというメリットがあるからです。一方
で，近年の経済学分野では，取引に参加する経済主体間で利用できる情報に格
差がある場合や，意思決定の結果として起こることに不確実性がある場合の議
論は必須となっています。産業組織論においても，たとえば，企業の研究開発
投資では，将来得られる成果にリスクが伴うため，不確実性が企業の意思決定
に与える影響を分析することの重要性が増しています。しかしながら，これら
のトピックを扱うには確率論の知識が必要不可欠であり，その準備を含めて本
書でカバーするには紙幅がまったく足りません。
　このため，情報の非対称性や不確実性に関するトピックは他書の解説に譲る
こととしました。これらに関心のある方は，たとえば，丸山雅祥（2017）『経
営の経済学（第 3 版）』有斐閣の第 13 章を読んでみるとさらに理解が深まると
思います。また，より上級レベルの内容に触れてみたいという方は，洋書にな
り ま す が，Paul Belleflamme and Martin Peitz（2015）, Industrial Organiza-
tion : Markets and Strategies, 2nd ed., Cambridge University Press の第 12 章
などにチャレンジしてみるとよいでしょう。

授業を担当される先生方へ

　本書を授業の教科書・参考書としてご利用される場合には，資料作成に役立
つように本書に掲載されているグラフ等をダウンロードできるサービスをご用
意しています。詳しくは下記の有斐閣ウェブサイトをご覧ください。

　http://www.yuhikaku.co.jp/static/studia_ws/teacher/index.html　

　最後になりますが，本書を執筆するにあたり，有用なアドバイスをくださり，
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また遅筆の筆者を温かく見守ってくださった有斐閣編集部の渡部一樹さんに心
よりお礼申し上げます。

2022 年 6 月

明城　聡
大西　宏一郎
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私たちの生活と産業組織
大企業に対する規制は何のため？

I N T R O D U C T I O N

この章ではいくつかの身近な事例を取り上げながら産業組織論とは何か
を解説します。また，経済学分野における産業組織論の成立の歴史的背景
を知ることで，産業組織論を学ぶことの意義や重要性を学習します。そし
て，産業組織論と深く結びついている競争政策が私たちの生活とどのよう
に関わっているのかを考えてみましょう。

「GAFA」と称される米巨大 IT4社のロゴ（AFP＝時事提供）



1 市場構造と産業組織

大企業に対する規制や監視の必要性

2021 年 8 月の『日本経済新聞』に，GAFA（ガーファ）の株式時価総額が
770 兆円に達し，日本企業全体の総額 750 兆円を超えたという記事が掲載され
ました。ここで GAFA とはグーグル，アップル，フェイスブック，アマゾン
の頭文字をとったもので，情報技術分野で基盤技術を提供する「プラットフォ
ーマー」と呼ばれる大企業 4 社のことです。皆さんの中にも日常的に iPhone
でネット記事を「ググ」り，インスタグラムで友人と連絡を取り合い，アマゾ
ンでショッピングをしている人は多いのではないでしょうか？ 日本企業で最
大のトヨタ自動車の時価総額が 31 兆円だったことを考えると，これら 4 社の
規模がいかに大きいかわかると思います。まさに世界をリードしている大企業
といえるでしょう。
　こうした巨大プラットフォーマーの急成長に対して，近年，日本のみならず
主要先進国の政府は警戒を強めています。2018 年 12 月に日本政府は巨大 IT
企業に対する監視強化の方針を表明しました。これらプラットフォーマーの取
引実態を調査するとともに，その問題点や弊害を抑制すべく，ルール整備に乗
り出しています。そして，2020 年 5 月には大手プラットフォーマーの取引条
件の透明性や公正性を高めるための「デジタルプラットフォーム取引透明化
法」が成立しました。また，欧米諸国でもプラットフォーマーの活動を制限す
る法的整備が進められています。
　さて，皆さんはなぜこれら大企業が監視強化の対象になるのか疑問に思うか
もしれません。これらの企業はインターネット上の個人情報や取引履歴に関す
るデータを大量に蓄積しており，それらをビジネスに活用することで莫大な収
益を上げています。そして，その影響力から取引相手との交渉を有利に進める
とともに，将来的にライバルとなりそうな競合企業を買収して事業を拡大して
います。また先端技術に関する特許などの知的財産を占有していることも指摘
されています。こうした大企業の行動は果たして私たちの生活にどのような影
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響を与えるのでしょうか？
　もし，皆さんがこのような疑問に経済学の立場で何かしらの解答を求めると
したら，それは本書が扱う産業組織論という学問分野が深く関わっています。
大企業に対する規制や監視がなぜ必要なのか，またそうした規制にどのような
問題があるのかを議論できるようになるのが本書で産業組織論を学ぶことの目
標の 1 つです。

産業組織論とは

　本書が扱う産業組織論（industrial organization）という学問は，私たちの周り
にある財やサービスの価格や供給量，あるいは品質といったものが，どのよう
に決まるのかを学ぶ学問です。もう少し専門的に書くと，産業組織論では消費
者や企業の経済活動を分析することで財やサービスの価格，数量，そして品質
などが決まる市場構造を明らかにし，それが経済学的に望ましい状態なのかを
議論する学問といえます。たとえば，たくさんの人が欲しいと思っている商品
が少数の大企業だけによって供給されており，本来は安く提供できるにもかか

1　市場構造と産業組織 3

GAFAの時価総額が日本株全体を超える（『日本経済新聞』2021年 8月 27日付朝刊）



わらず非常に高い価格がつけられているとしましょう。また，なんらかの理由
でその商品を供給する新たな企業も現れないとしたら，それは社会全体として
は望ましい状態ではないかもしれません。そして，このような現象がなぜ起こ
るのかを理解するためには，財やサービスの特性と消費者の選択に関する意思
決定，そして供給者である企業が行っている活動について掘り下げて考えてみ
る必要があります。

ところで，企業が行っている経済活動といっても多岐にわたっています。商
品となる財やサービスの生産供給という基本的な活動の他にも，生産設備への
投資，新しい商品を生み出すための商品開発，コスト削減や新技術導入を目的
とした研究開発，さらに消費者に企業活動を広く知ってもらうための広告活動
などがあります。市場が形成される仕組みをきちんと理解するには，これらの
企業活動についても踏み込んで分析しなければなりません。また，企業間で行
われている取引関係についても注意を払う必要があるでしょう。これは，ある
企業が生産した商品が私たちの手元に届くまでには，途中に卸売企業や小売店
などの流通業者を介しているからです。最終的に私たちが手にする商品の販売
価格は，これら生産者と流通業者の取引関係から大きな影響を受けていること
は容易に想像されるでしょう。このように産業組織論では消費者と企業の行動
に加えて，企業間での取引関係が市場を構成する産業組織の中でどのような役
割を持っているのかを経済学の知識，主にミクロ経済学の知識を応用して分析
します。

産業組織論は政策志向的

産業組織論では，市場監視者としての政府が担うべき役割や機能についても
大きな関心を持っています。この章の冒頭で政府の IT 産業への監視強化を取
り上げましたが，これは政府が経済政策を通じて市場をコントロールしようと
している事例の 1 つです。もし少数企業のみが供給している商品の価格が引き
上げられた場合に，それが社会的に見て望ましくないと判断されれば，政府は
なんらかの規制をかけてその商品の価格が「適正」になるよう行政指導したり，
あるいはその市場への新規参入を促すような政策を行ったりするかもしれませ
ん。

産業組織論は，市場が効率的に機能するためにはどのような規制が必要か，
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またそれが持続するにはどのような市場の仕組みが必要かを考える学問でもあ
ります。企業間の競争を促進させて市場の効率性を高めるための経済政策のこ
とを競争政策（competition policy）と呼びます。競争政策を通じて市場取引の
あり方について政策提言をするという一面において産業組織論は政策志向的な
学問ということができます。

2　競争政策と規制緩和

規制緩和がもたらす市場競争

　市場で取引される商品の価格や数量，あるいは品質について政府がなんらか
の規制を設けている，またはその市場に参入するのに政府の認可が必要となる
産業のことを規制産業と呼びます。たとえば，電力，ガス，通信といった社会
インフラ産業では市場に参入するのに政府の認可が必要となり，また料金も近
年まで自由に企業が決めることはできませんでした。また，自動車産業では製
造する自動車の排ガスや燃費について厳しい基準が設けられており，それを満
たさない製品は販売することができません。これまで日本では国内産業の保護
や育成，安全性，あるいはユニバーサル・サービス（電気・ガス・水道・郵便・

放送・通信・医療・福祉などの公共サービスで価格や品質に地域差を設けないこと）と
いった観点から，多くの産業で参入規制や料金規制が設けられ企業活動が制限
されていました（こうした規制の必要性については第 8 章で議論します）。
　近年の国内産業の変遷を語るうえでは政府の成長戦略の一環として行われて
いる規制緩和の議論を避けて通ることはできません。1990 年代以降に通信，
航空，医療，銀行，保険をはじめとして，さまざまな産業で参入規制の撤廃や
緩和が行われています（航空産業の自由化については Co lumn ❶を参照）。「参入
自由化」や「民営化」といった言葉が用いられることも多いこれら規制緩和の
目的の 1 つは，参入障壁となる規制を緩めることで新たに市場へ参入する民間
企業を増やして市場競争を促すことにあります。新たな参入企業が既存企業と
競い合うことで技術革新が起こったり経営効率が改善したりすれば，結果とし
て品質の高い商品が安く供給されるようになり，私たちの生活はより豊かにな
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ただ乗り　→フリーライド
短　期　　29
談　合　　119，130
単独効果　　191，199
チェンバリン，E. H.　　13
逐次手番ゲーム　　75，80
知識スピルオーバー　　246，249，250
知的財産　　258
長　期　　29
著作権　　258
追随者優位　　113
ディキシット，A. K.　　148
ディーラー制　　214
デジタル革命　　60
デジタルプラットフォーム取引透明化法　　

2
デッドウェイト・ロス　→死荷重
デムゼッツ，H．　15
テリトリー制　　143，213
展開形ゲーム　　80，82
電子商取引　　219
電力産業　　169
同意審決　　201
動学的効率性　　263
同時手番ゲーム　　75，82
投資の分割不可能性　　238
当然違法　　9，119
等比数列の和の公式　　126，264
独占企業　　165
独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律）　　8，12，129
─第 1 条　　217
─第 2 条　　156，211
─第 15 条　　198

独占市場　　13，50
─の社会的厚生　　54

独占的競争　　106
独占の梃子　　216
特　許　　258，260
─制度　　145，245，258，259，263，266
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─の保護期間　　262，263，265
─の藪　　269

特許侵害主張団体　→パテント・トロール
特許ポートフォリオ競争　　270
トラスト　→企業連合
トリガー戦略　　125
とりこの理論　　170
取引拒絶　　217
取引費用　　270

● な　行

内部化　　45
内部補助　　155
ナッシュ，J. F., Jr.　　78
ナッシュ均衡　　78，83，84
二重マージン　　208
二部料金　　61，63
日本音楽著作権協会（JASRAC）　　144
日本標準産業分類（SIC）　　176
入札談合　　130
ネットワーク外部性　　108，143，221
ネットワーク型産業　　17
ネットワーク効果　　154，221

間接─　　221，222，224
直接─　　221

ノード（決節点）　　80

● は　行

買　収　　6，186
排除型私的独占　　217
排除措置命令　　9，129，144
排他的取引　　143，214，229
パ　ス　　80
ぱちんこ機パテントプール事件　　272
バックワード・インダクション（後ろ向き帰

納法）　　86，110，124
パテント・トロール（PAE；特許侵害主張

団体）　　272
パテントプール　　270，271
ハーバード学派　　14
ハーバード＝シカゴ論争　　15
ハーフィンダール＝ハーシュマン指数

（HHI）　　173，174，199
パレート最適　　40，78
範囲の経済　　192
反トラスト法　　12
バンドリング　　218
反応関数　　95，96
非競合性　　237
ビタミン・カルテル　　131
必須特許　　272
秘　匿　　268
非排除性　　237
費　用　　26，51
標準化　　271
費用逓減産業　　162
評判形成　　148
フォークの定理　　127
不確実性　　238
不完全競争市場　　41，100
不完全情報ゲーム　　75
不完備情報ゲーム　　90
複占市場　　94
不公正な取引方法　　211，217
不正競争防止法　　245
不当な取引制限　　9，118，217
不当な利益による顧客誘引　　217
不当廉売　　156，158，228

ガソリンの─　　157
不当廉売ガイドライン　　228
部分ゲーム　　84
部分ゲーム完全均衡　　84，85
プライスキャップ規制　　168
プライス・コスト・マージン（PCM）　　

171
プライス・テイカー　　31，36
プライス・メーカー　　50
プラットフォーマー　　2，220，224，254
プラットフォーム　　17，220，223

市場創造型の─　　222
視聴者獲得型の─　　222
需要調整型の─　　222，226

プラットフォーム・ビジネス　　143
フランチャイズ制　　214
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ブランド間競争　　206
ブランド内競争　　206，209
ブランド・ロイヤリティ　　89，143
フリーライド（ただ乗り）　　122，212，246，

253
ブルースカイ賞金　　267
プレイヤー　　74
プロセス・イノベーション　　236，240，259
ブローゼン，Y．　15
プロダクト・イノベーション　　236，242
ブロッキング特許　　244
ヘイ，G. A.　　128
平均回避可能費用　　156
平均可変費用　　29，30
平均固定費用　　29
平均増分費用　　156
平均費用　　29，30
平均費用価格規制　　166
ベイン，J. S.　　13
ベルトラン競争（価格競争）　　98，100，107，

109，110
差別財の─ 　104，112

補完財　　23
補助金　　44
ポスト・シカゴ学派　　17
ボーモル，W. J.　　141
ホールドアップ問題　　192，200，270

● ま　行

埋没費用　→サンクコスト
マーケットシェア　　172
マッチング・サービス　　221
マルチホーミング　　226
民営化　　5

国有企業の─　　11

メイスン，E. S.　　13
メニュー料金　　66
持株会社　　10，11，186
モニタリング　　170

● や　行

ヤードスティック規制　　168
優越的地位の濫用　　217
ユニバーサル・サービス　　5
余　剰　　38

● ら・わ　行

ライセンス　　269
ラーナー，A. P.　　171
ラーナーの独占度　　171
利　潤　　32，39，51
─最大化条件　　32，53
独占企業の─　　50

リージン事件　　212
利　得　　74
利得表　　74
リーニエンシー制度（課徴金減免制度）　

131
リバース・エンジニアリング　　245
略奪価格　　154，155
流通革命　　219
流通・取引慣行ガイドライン　　213
両側市場（双方向市場）　　221，223，227
レント・シーキング　　170
連邦取引委員会（FTC）　　13
連邦取引委員会法　　13
ロイヤリティ・スタッキング　　269
ロビー活動　　170
ロビンソン，J. V.　　13
割引現在価値　　125
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